
―――――
   タ

(事 後評価 )

生活環境中電磁界 における小児の健康 リスク評価 に関する研究

(研 究期 間 :平 成 11年 ～ 13年 度 )

研究代表者 :兜  真 徳 (独 立行政法 人 国立 環境研 究 所 )

研究課題 の概要

本研 究は、我 が国にお ける生活環境 中の商用周波領域 の電磁界 と小児が ん、特 に 自血

病 と脳腫瘍 について健康 リスク との関係 を、高 レベル商用周波数成分や これ まで考慮 さ
れていなかった我 が国固有 の居住環境及び送配 電方式によって生 じる電磁 環境 下 におい
て評価することにより、生活者が漠然と抱いそいる電磁界の健康リスクヘの影響につい
て科学的に評価す ることを 目的 とす る。

(1)総  評

本研 究は、小児 白血病 と脳 腫 瘍 に関す る大規模 デー タを収 集 して 、高圧 送電線 等に
由来す る商用周波数の電磁界 に よる小児がんへ の リス クを評 価す ることを 目的 として
お り、研 究実施者 は、本研究 において も IARC(国 際がん研 究機 関)等 で発 がん性 に対

す る検討資料 として用い られた 、電磁界 に関す るプール分析 (Ahlbom A.et al"2000,
Greenland Sり d al.,2000)と 同様 、子供部屋 の平均磁界 レベル が 0.4μT以 上のみで小児 白
血病 の リス クが有 意 に上 昇す るパ ター ンを示 し、また、それ 以下の磁界 レベル で は リ
ス ク上昇傾 向 は認 め られ ない としてい るが、症例数 が少なす ぎる上 に、検討 した交絡
要因の詳 細資料が提 出 され てお らず 、他 の交絡要 因 の影響 の除去が適切 で あるか 不明
であ るこ と、対 照群 の選 択 に際 して、依頼数 に対す る承諾数 の割合 が 5割 程度 と低い

こ とに起因す る選 択バイアス発 生 の可能性 の検討 が十分説 明 され ていない 、危 険率が
5%で よ うや く有意差 が成 立 してい る等 の理 由に よ り、本研 究の結 果が一般化 で きる

とは判断で きない。

また 、症例 、対 照例 ともに当初 の予 定 を大 幅 に下 回 る情報 量 しか得 られ なか った こ

とついては、そ もそ もの研 究 目標 達成 のた めの方法論 に問題 が あつた可能性が あ り、

日標 設 定が不適切 に高か った と考 え られ る。 そ のた め本研 究結果 の 下に健 康 リス ク評

価 を行 うのは不適切 で あ る。脳腫瘍 の疫 学研 究について も同様 に、十分な症例数 があ
るとは言い難 く、本研 究のみ にて健康 リスク評価 を行 うのは不適切 である。そのため、

本研 究の 目標 を達成 してい る とは言い難い。
この よ うに健康 リス ク評価 について十分 な言及 ができず 、収集 した情報等の整 理が

不十分 な現状 においては 、本研 究の科 学的価値 は低 く、科 学 的 。技術 的波及効果 も期

待 で きない。 さ らに電磁 界の発 生源 が特定 され てお らず 、ま た、高圧線 との関係 につ
いて検 討 され ていない に もかかわ らず 、研 究者 がそれ につい て言及 していた こ とは誠
に遺憾 である。

また 、昨年度 の本研 究 に対す る評価報告 に は、あ と 1年 で研 究 を完結 し、国際 的に

も評価 され る成果 を挙 げ、国民 のニー ズに応 えるべ き旨記載 され てい るが 、現 時点に
おいて これ らはいずれ も達成 で きてお らず 、 そ のた め中間評価結果 の反映 はな されて

い ない と判断す る。学会発表 は 3年 間 で合計 6件 で 、学術論文 に よる発表 で既刊 ある
いは受理 され た ものはな く、そ の他 、特許 出願 、受賞等 のいずれ もないた め、社 会的

なイ ンパ ク トを鑑 みて慎 重 にな らぎるを得 なか った ことを配 慮 して も、本研 究 の情報
発信 は不十分 で あ る。 この よ うな結果 に対 して、研 究代表者 の指 導性、研 究体制 の連

携・整合性 について も不十分であった と言わ ざるを得 ない。


